
9 南九州議会だより　第10号　条例の改正・陳情

　単身者用の入居者は
「市外に住所を有しか
つ勤務先が市内にある
者」となっていたが、
市内に住所を有する単
身者も入居できるよう
にしました。
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　入居を希望する単身
の高齢者及び身体障害
者などが、建物の規模
の制約を受けることな
く入居できるようにし
ました。（従来、住宅
の規格が居室数３以下
の住宅となっていた）

　開示請求手数料は、１件につ

き300円を無料とし、写しの交付

は白黒１枚につき25円を10円に、

カラー１枚につき50円を30円に

しました。

　厳しい財政状況であるため、

平成22年４月から給料月額を市

長が10％（82,700円）、副市長が

５％（32,600円）、教育長が３％

（18,400円）減額しました。

•公営住宅は、国の補助を受けて建設さ
れたもので、入居者の所得制限があ
る。
•一般住宅は、市（町）単独で建設された
もので、入居者の所得制限はない。
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